
□ 経費助成：25万円×７５％＝ 187,500円

□ 賃金助成：960円×15h＝ 14,400円

助成金の合計 201,900円

リスキリング支援の助成金をご活用ください！

新規事業の立上げやデジタル技術を活用した業務効率化、ビジネスモデルの変革などを

進めるにあたり、関連する業務に従事させるうえで必要となる専門的な知識および技能

を習得させるための訓練にかかる経費・賃金の助成金制度をご案内いたします。

対象の助成金■□

助成金の内容■□

厚生労働省 人材開発支援助成金「事業展開等リスキリング支援コース」

申請手続きの窓口■□
都道府県労働局の助成金申請窓口 （GビズIDをお持ちの事業者は電子申請が可能）

対象者 事業主：雇用保険適用事業所の事業主
労働者：雇用保険被保険者

対象となる
訓練の内容

• 訓練時間数が10時間以上であること
• OFF-JT（企業の事業活動と区別して行われる訓練）であること
• 職務に関連した訓練で、以下のいずれかに該当する訓練であること
① 企業において事業展開を行うにあたり、新たな分野で必要となる専門的な知識およ

び技能を習得をさせるための訓練
② 事業展開は行わないが、事業主において企業内のDX化やグリーン・カーボンニュート

ラル化を進めるにあたり、これに関連する業務に従事させる上で必要となる専門的な
知識及び技能の習得をさせるための訓練

※DX化に取り組むうえで必要となるセキュリティ対策強化の訓練が対象となります

中小企業 大企業

７５％ 60％

10ｈ以上100ｈ未満 100ｈ以上200h未満 200ｈ以上

中小企業 大企業 中小企業 大企業 中小企業 大企業

30万円 20万円 40万円 25万円 50万円 30万円

≪訓練時間別の経費助成限度額 （受講者1人あたり）≫

中小企業 大企業

960円 480円

• 限度額は1,200時間
• 所定労働時間外・所定休日（予め別日に所定休日を振り替えた場合は除く）に実施
した訓練は対象外

≪対象者となる訓練の内容≫

□ 経費助成

□ 賃金助成

≪助成率≫

≪助成額 （1人・1時間あたり）≫

≪助成金の一例≫

事業者：中小企業

訓練時間：15ｈ （7.5ｈ×2日間）

訓練経費：25万円／1人

中小企業の助成率は75％
（大企業は60％）

賃金助成も対象
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主たる事業
Ａ 資本金の額

または出資の総額
B 企業全体で

常時雇用 する労働者の数

小売業（飲食店含む） 5,000万円以下 ５０人以下

サービス業 5,000万円以下 １００人以下

卸売業 １億円以下 １００人以下

その他の業種 ３億円以下 300人以下

助成金受給までの手続きの流れ■□

≪参考：中小企業の範囲≫

資本金等を持たない事業主は「Ｂ 企業全体で常時雇用する労働者の数」によって判断されます
（例） 個人、一般社団法人、公益社団法人、一般財団法人、公益財団法人、 医療法人、学校法人

社会福祉法人、労働組合、協同組合、協業組合

所定の様式
•職業訓練実施計画届、事業展開等実施計画
•訓練別の対象者一覧 等

添 付 書 類
•訓練内容を確認できるカリキュラム
•訓練期間中の労働条件がわかるもの（雇用契約書の写し等） 等

Step１
計画提出

Step２
訓練実施

Step３
支給申請

•職業能力開発推進者の選任
•事業内職業能力開発計画の策定・自社の労働者に対する周知

Step０

•事業内職業能力開発計画に基づき、職業訓練実施計画を作成
•作成した必要書類を訓練開始日の１か月前までに管轄労働局に提出

≪主な提出書類≫ 

•職業訓練実施計画に基づいた訓練の実施
•支給申請までに訓練にかかった経費全額の支払い

•訓練終了日の翌日から２か月以内に必要書類を管轄労働局に申請

≪主な提出書類≫ 

所定の様式
支給申請書、賃金助成の内訳等助成額を算定した書類
OFF-JT実施状況報告書 等

添 付 書 類
事業主が訓練費用を負担したことを確認できる振込通知書
出勤簿、タイムカード、賃金台帳の写し 等

詳しい助成金の内容や様式のダウンロードは
厚生労働省のホームページでご確認ください

人材開発助成金 厚生労働省 検索


